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長年日本で生活している外国人の私が見た日本と、日本人の皆さんが見た日本は同じか
それとも違うか。

それは同じと言ってもいいし、違うと言ってもいい。同じだというのは、私の眼に映っ
た日本と皆さんの目に映った日本が全く同じものなのだ。違うというのは、その目に映っ
た日本に対する私と皆さんの感受性や認識等が幾分若しくはかなり違うからである。とい
うのは、私は、その目に映った日本のことを、直ぐ自分の国のことと比べるからである。
今回の講義は日本の社会保障制度と法制度を中心に話す。

一、日本の社会保障制度は中国のよりずっと社
会主義的

この話を聞くと、きっと疑問を感じる人がい
るだろう。

ここで言う「社会主義的」とは政治的な概念
でなく、社会福祉的なもの。

そもそも、資本主義とか社会主義とか共産主
義とか言う概念は、必ずしも独裁とか民主主義
とかいうものと直接な関連性があるとは限らな
い。

１、社会主義福祉と日本の社会保障制度の共通
点

それは、社会全体が一つの勘定で、一定の分
野において政府の主導の下で人々の生活や福祉

などを助け合い、支え合うことをいう。こうい
う全体勘定の中で、個々の人間が得た権利と履
行した義務は必ずしも見合うとは限らない。

今の日本の社会保障制度は中国よりずっと社
会主義的という見方の根拠を言う前に先ず２０世
紀９０年代までの中国のことを回顧する。

私は、子供の時、社会主義制度が謳歌され、
所謂中国の社会主義制度の素晴らしい所を、耳
に胼胝が出るほど聞かされた。それは、国民一
人一人の「生・老・病・死」の時の金銭上の面
倒を国が見るということだ。つまり、政府が国
民一人一人の生涯の生活の肝心な部分を守って
くれること。もちろんそういう風に聞かされた
だけでなく、１９８０年代の終わりまで都市部では
実際に実施されていた。

例えば：
●小学校や中学校高校だけでなく大学まで授
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業料無料
貧しい家庭の大学生は国立大学から生活

手当が貰える
●学校卒業後、仕事は政府が斡旋してくれる

（国有企業や行政機関に配属）
●病気になった時、医療費は勿論不要。病欠

の日の給料も貰える。
●定年退職後も勤めていた勤め先から死ぬま

で毎月これまでの在職時の月給の７０％～
８０％が支給される。

●住まいは、政府系の企業から提供され、死
ぬまで住める。その後も、その配偶者や子
供たちがその住まいに住み続けられる。

私は、１９８８年に日本に来るまで実際にそのよ
うな社会主義的な福祉の一部を享受してきた。

税収のない政府は、国営企業の利益上納金を
使って上記のような国民の福祉の遣り繰りをし
ていたが、生産性の低迷と人口の増加等によ
り、限界が来て、ついに１９９０年代に崩壊。今の
中国は社会主義国家と国内外の人々に言われな
がら、上記の福祉の多くは実施されていない。

一方、中国と比べて、今の日本はどのような
状況かを、皆さんと一緒に日本の社会福祉と税
制の両面を見てみよう。

社会保障制度は社会福祉制度と税制の複合体
である。税収は社会保障の収入源であり、社会
福祉は税収の用途である。

２、日本の社会保障制度
日本の社会保障制度は次のような特徴があ

る。
（１）国民皆保険と国民皆年金制度の実施

例えば
自営業や学生の場合
国民健康保険と国民基礎年金
サラリーマンのための健康保険と二階建て年
金
私学共済（健康保険と二階建て年金）
公務員共済（健康保険と二階建て年金）
民間企業（会社のサラリーマンの健康保険と
二階建て年金）
国民健康保険、各共済の医療保険の医療費の

負担額について
●医療費は３割負担

但し（７５歳以上の老人一割負担）
（片親の子供の場合、全額公費負担）

●高額療養制度
（一定額を超えた分の公費負担）

●出産一時金
特殊基礎年金の各種加算制度について

●障害基礎年金
●遺族基礎年金
社会福祉の核心的な内容：
一人ひとりの生・老・病・死の時の金銭的な

面倒を政府の主導のもとで国民全体の力で見
る。
（２）生活保護制度

生活保護制度は生活に困窮する全ての国民に
対し、必要な保護を行い、その最低限度の生活
を保障する制度。収入が、国が算定する最低生
活費を下回るため、その不足分が生活保護費と
して支給される。

生活保護費を最高額受給できる場合、その金
額は多くの人の基礎年金より高い。しかも、生
活費だけでなく、医療、介護、教育、住宅につ
いてもそれなりの援助を受けられる。

生活保護制度の核心的な内容と目的：
社会の赤貧層を無くすこと。

（３）地方交付税制度
地方交付税法（昭和２５年）に基づき、国税で

ある所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税
のそれぞれの一定割合の額で、地方公共団体が
等しくその行なうべき事務を遂行することがで
きるように国が交付する税。

全国的に一定の行政水準を確保するために、
国が行う地方財政調整制度（社会主義原理・地
域格差の縮小）。地方税収入の不均衡による地
方公共団体間の財政力格差を調整するもので、
自治体独自の判断で使える一般財源として交付
され、地方収入の約１８％を占める。

２０１４年の不交付団体（地方独自の税収が豊か
で国から地方交付税の支援を受けなくても財政
運営できる自治体）が、都道府県分は東京都だ
けで、市町村分は５４団体に増えた。
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東京都などの税収の相対的に多い地域の企業
や個人が国に納めた所得税等の税金の一部は、
経済が相対的に遅れている（税収が少ない）地
域の人々に使わせること。

それはまさしく、地域格差を縮小させる社会
主義的な行為。

上記の素晴らしい社会福祉制度を支えるため
に強力な資金源を確保する必要がある。

日本は、社会主義的な福祉制度が中国より遥
かに整備されているので、その制度を支えるた
めの徴税制度も中国よりずっと整っている。

３、税制
個人の私有財産なのに、なぜ税金として国

庫に？
社会保障制度、地方交付税の支出を支える資

金を確保するため、政府は、払える能力の高い
人の順から税金という名目で金（所得税など）
を多く取り、また、取りやすい領域（酒税、タ
バコ税、ガソリン税等）からとる。

社会主義の定義から言うと中国も日本も社会
主義的な要素があるが、日本が中国より社会主
義的だというのは、次のような例でも分かると
思う。

前記の社会主義的福祉を支える資金源を獲得
するため、為政者が法律を作り、国民に重い税
金を負担させる。

例えば：
●所得税
●相続税（国税） ２０１５年から基礎控除３０００

万、相続人一人６００万
●住民税（都道府県民税→市町村民税）（地

方税）
●消費税（国税）９０年代３％→００年代５％→

１４年度から８％→１７年度から１０％の予定
●贈与税（国税） 租税学の勉強でないから、

細かい数字は省く。
前記の「２の⑴の健康保険部分」と「２の⑵」

の本質
必要性の高い人ほど多くの福祉を享受する。
前記の３の本質
税金や保険料を払う能力の高い人ほど多目に

払う。
様々な名目の国税の他に、地方自治体は住民

税（都道府県・市町村民税）を徴収している。
因みに、今の中国では、住民税ばかりでな

く、消費税も相続税も贈与税も徴収されていな
い。

二、日本は中国より法律の適用範囲が広い国

殺人や強盗等の凶悪犯罪に対して日本はもと
よりどの国も厳しく対処している。

でも、どの国も、軽犯罪や悪質な迷惑行為の
件数が凶悪犯罪の件数より遥かに多い。

日本と言えば世界で稀に見るほど治安や秩序
乃至マナーのよい国。治安がよいとか環境が綺
麗だとか、日本人の資質が高いとかいう賛美の
声も良く耳に入る。それらは間違いなく世界的
に認められている。日本で長年生活している私
もそう実感している。そこには法制度的な要因
がある。

日本の治安や秩序がいいのは制度若しくは法
の支配が社会全般に行き渡っているからであ
る。

公衆道徳やマナーを乱す者に刑事責任を負わ
せる場合があることである。

日本は、重い罪から軽犯罪まであらゆる悪質
な迷惑行為を処罰する法律条項がある。

１、公衆道徳と公共の秩序を乱す者（マナー違
反）への取り締まり（軽犯罪法・全３４条、
東京都迷惑防止条例等）

（１）軽犯罪法の適用
例えば：
●並んでいる列（公共の乗り物、演劇などの

催し物の切符、割り当て物資の配給）に割
り込み行為に対して、軽犯罪法第１条１３号
⇒拘留又は過料

●街路又は公園その他の公衆の場で痰唾を吐
く行為、大小便行為に対して第１条２６号⇒
拘留又は過料

（２）刑法の適用
●占有離脱物（拾得物）横領罪（刑法２５４条）
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一年以下、１０万円以下の罰金もしくは科料
以下の行為も刑事責任を負う。
●詐欺罪（刑法２４６条）：日本の詐欺罪の適用

範囲が幅広い。
（一例）（お釣りを多くもらった時、気が
付いたのに黙って持ち去る場合⇒詐欺罪）

●決闘罪：６か月以上２年以下
一般市民の乱闘行為への適用も可

最近の事例：
２００６年に東京都多摩川河川敷で中学生６人、

２００９年大阪府の中学生１４人、２０１０年埼玉県川口
市の綾瀬河川敷で３人、２０１４年福岡市内に住む
１５歳のアルバイト店員ら１３人が“決闘容疑”で
書類送検された。

上記の、列に割り込む行為と、多めにもらっ
たお釣りをがめる行為と、拾得物を警察などに
届けない行為は、中国では道徳的には問題視さ
れるが、刑事責任も問われないし、行政処罰も
受けることがない。

乱闘に関しては、人を死傷させた場合に限
り、傷害罪や殺人罪を適用するが、そうでない
場合は、公共の場で行っても、せいぜい行政処
分として１５日間の拘留という行政処罰を受ける
に止まる。

２、環境保護と交通安全に関する法律の最大限
の駆使

（１）環境保護
●ゴミの不法投棄禁止
廃棄物処理法～５年以下の懲役・１０００万円以
下の罰金
●排水に関する法律
先日の報道：豊田自動車の創業者の親族企業
の件。

（２）交通安全に関する法律（飲酒運転・危険
運転）

飲酒運転や脱法ドラッグ撲滅のための法律の
駆使

●処罰が厳しい：飲酒運転⇒逮捕
数年前まで飲酒運転に対する警察の対応は現

在ほど厳しくなく、飲酒運転でも、一定値以下
の場合無罪放免又は減点

現在は飲酒運転が発覚したら即現行犯逮捕。
中国では飲酒運転に対する取り締まりが以前

より厳しくなったが、まだ日本ほどではない。
●脱法ドラッグの販売・服用者への現行法の

最大限の駆使
脱法ドラッグは文字通り法律の規制対象では

ない。しかし、脱法ドラッグ吸引者による一連
の交通死傷事故が発生した後、脱法ドラッグを
取り締まるための法改正が試みられている。更
に、警察が法律を駆使して、脱法ドラッグ吸引
者が自転車に乗っただけで、将来的な危険性を
無くすため、自動車免許の停止処分まで決定し
た事例。

●職場や子供に対する順法教育の徹底
保育園児から交通安全教育
職場では、飲酒運転発覚⇒解雇

結局、このように性悪論に基づく法律が細か
く整備され、法律の抑止力があらゆる不徳行為
に隈なく振りかざして始めて世の中の善良な人
が増え、良好な秩序が保たれる。

道徳↓ →法律干渉 →道徳↑
結論：日本の治安、環境等がよくて民度が高

いのは、日本の一部の法律は、道徳や良心の範
疇に属している行為まで規制するからである。
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